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２０２６年度 社会福祉法人京都ワークハウス事業・運営・経営計画（案） 

2026 年 3 月 18 日 社会福祉法人京都ワークハウス理事会 

 

《 社会福祉法人 京都ワークハウス概要 》 

 

事業所名 事業種別 定員 登録 

上京ワークハウス 就労継続支援 B型事業 20人 20人 

すてっぷ糸屋 〃（2026.2.1～） 20人 22人 

上京ワークハウス  指定特定相談支援事業   

グループホーム“あっと”  共同生活援助 4人 4人 

短期入所事業所“あっと” 短期入所事業 1人 11人 

グループホーム“まぁる” 

サテライト型住居併設 

共同生活援助  7人 6人 

短期入所事業所“まぁる”  短期入所事業 1人 7人 

 

５.法人理念とめざすもの 

 

                    

法人理念 

   わたしたちは、障がいのある人が社会の中で力いっぱい働き・暮らし続けること支える 

事業を行います。 

   地域の方々と手を携え、地域福祉の向上に努めながら以下のめざすことに取り組みます。 

 

めざすもの 

○一人ひとりの願いを大切に働く喜びをみんなで共感できる事をめざします。 

○利用者の社会参加を実現し、社会の一員として尊重されるように努めます。 

○障がいのある人や家族の願いをもとに豊かで安心して生きることができるような 

社会資源の充実をめざします。 

○障がい者の権利保障を希求する多くの団体と連携・協力し、よりよい社会づくりを 

めざします。 
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Ⅰ運営・経営 

 社会福祉法人京都ワークハウスは、障害者総合支援法の諸法にもとづくサービス事業区分にも

とづき、２０２６年度も法人の理念の実現、ならびに障害者権利条約の可能な事項について具体化

を目指す。また、法人の運営する各種事業の継続発展にむけて、昨年度実施の利用者・家族・職

員アンケートから把握された実態、要望を受けて３月理事会にて策定の「中期計画」に基づく各事

業の課題に取り組む。また、利用者・職員にとって、安心・安全の職場環境づくりをすすめる。 

  

１ 法人運営・経営・体制強化の主要課題に基づく取組方針等について 

 

(１)基本方針 

①今日の社会経済状況、就労継続支援 B 型事業所、共同生活援助事業等を取り巻く困難な

状況においても、法人の事業の継続発展にむけて、事業内容や組織・運営等のあり方につ

いて検討をすすめると同時に、並行して、事業・運営・組織運営・人的体制につい可能な改

善と充実を図る。 

②これまでの到達点を大事にしながら、引き続き法人理念の実現ならびに、障害者権利条約

の具体化を目指しながら、より豊かな支援内容を創造し、安定して持続可能な事業をすす

めていくことをめざす。そのために、利用者・家族・職員・役員が協力協働して取り組みをす

すめる。 

③直面している経営問題については、理事会をはじめとして現場の職員と協力協働して、現

状の改善を図るための検討と取り組みをすすめる。 

(２)基本方針にもとづく具体的な取組課題 

   ①理事会は、≪社会福祉法人京都ワークハウスのこれからの中期計画≫に基づき、今年度

の計画に取組む。理事会をはじめ、職員・利用者と家族の参加のもとで、進めていく。具体

的には、下記（３）項に記述する。 

②理事会は、経営状況の改善ならびに、工賃問題について、これまでの検討と取り組みの到

達にたって、事業拡大と充実の方向にむけて取り組む。そのため、ひきつづき、経営管理部

会や、工賃向上検討部会、理事会での検討を強める。 

③目標工賃達成課題と経営の安定にむけて、引継ぎ取り組む。 

④第三者評価委員会の評価結果にもとづき、次回３年後の第三者評価の受診を目標にして、

マニュアル作成等の改善課題を計画的に取り組む。 

⑤リスクマネジメント委員会は、現場の実態や、職員の問題意識もふまえた内容もふくめ年２

回開催する。虐待防止・身体拘束適正化についての研修は、現場の困難な支援の状態も

踏まえた内容とする。 

⑥利用者をはじめ、職員が安心して安全に働いていくための環境の改善や、リスク管理や危

機管理のあり方やそのルールについて、安全衛生の視点や、研修の視点から、点検と見直

しを進めて、必要な改善をすすめていく。 

⑦2024 年 1 月策定の BCP 計画を継続的に、充実・改善をしていく必要から、上記⑥のあ

らたに災害対策についてもこれまでの取組も活かしながら、内容の更新をすすめる。 
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(３) ≪社会福祉法人京都ワークハウスのこれからの中長期計画≫の取組・・・別紙 

２０２６年度の課題の検討及び取組を計画的に行う。 

   ・２０２７年度報酬改定を見据えた「本人主体の働き方」について検討 

   ・就労支援事業の充実及び新規事業開拓 

 

２組織運営に係る諸会議 

 

(１) 法人・事業所の基本会議 

当法人は、利用者が、個人の尊厳を保持しつつ、自立した生活を地域社会において営む

ことができるように支援することを目的として、事業をおこなう。多様な福祉サービスが、そ

の利用者の意向を尊重して総合的に提供される組織体制となるよう、以下の会議を設置し

て事業運営をすすめる。 

① 評議員会：年間２回、定時評議員会を開催する。６月に決算報告と事業報告について決議

する。３月は、予算案(補正予算も含む)並びに事業・運営・経営計画案について決議する。 

② 理事会：年４回、①法人の業務執行の決定、②理事の職務の執行の監督、③理事長およ

び業務執行理事の選定および解職の職務を行う。具体的には、評議員会が決議した事

業・運営計画、予算に基づいて、日常の業務を行う。 

③ 事務局会議：月１回、2026 年度事業・運営計画に基づき業務遂行するための基本会議と

して開催する。なお、適時、現在の諸課題に対応するために、柔軟に打ち合わせの場をも

つ。構成員は理事長と業務執行理事・常務理事とする。 

④ 運営会議：月１回、事業所の事業・運営推進のための基本会議、また今後の法人運営を担

う職員育成の場として位置づけて開催する。構成員はワークハウス・すてっぷ糸屋の常勤

職員とする。現場での協力協働を大切にすることを基本にし就労支援の取り組みを充実

させていくために、各職員が主体的に会議運営に参画することを重視する。 

同時に、現場での職員の問題意識等を運営会議に反映させて、事業の充実・環境の整

備等法人全体として運営や経営の改善と支援の充実を図ることに資していくことを、その

機能とする。なお、運営に加えて、利用者支援を中心にした検討を位置づけ、開催する。 

⑤ 職員全体会議：２就労支援事業所、２生活介護事業所、相談支援事業所の職員全体への

事業・運営についての周知と意見交換を通じて、常勤・非常勤を問わず意見をくみ上げ事

業・運営に活かす場として年間４回程度開催する。（4 月、7 月、10 月、3 月） 

 

(２)各種福祉サービス事業の推進にかかる会議 

   ①相談支援部会：1/月、個別支援及び計画相談事業に関連する事業と運営について定例開

催する。 

②生活支援部会：1/月、共同生活援助事業と短期入所者援助事業を適切に推進するために

支援・環境整備等について協議する。 

③就労支援・工賃向上検討部会：目標工賃達成のため、自主製品の開発拡大や品質管理等

について協議等、現状を把握し必要な対策について協議する。 

④グループホーム入居者審査委員会：必要時、グループホームへの入居希望者を対象にして、

公正・公平・平等の視点から適正な判断をするために、欠員が生じた段階で開催し、募集
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から入居に至るまでの間の対応について協議する。 

 

(３)事業所単位の支援体制・日常運営等についての会議 

①フロア会議：現場での職員間の除法共有とコミュニケーションを一層、円滑にして、支援を

充実させていくために、定例開催する。（月 1 回） 

②カフェ会議：少数職場の職員が、事業所の運営・事業、利用者の状況等情報を共有で き

ること、さらに、現場間のコミュニケーションの場として重視し、定例開催する。 

③世話人会議：少数職場の職員が事業所の運営・事業。利用者の状況等情報を共有でき る

ことさらに、現場間のコミュニケーションの場として重視し、定例開催する。 

④給食会議：安心・安全で楽しい給食を提供していくために、ま職員間のコミュニケーション

の場として開催する。（月 1 回） 

⑤厨房会議：現場の困難な問題や、HACCP 基づく食品衛生管理の確認、改善課題につい 

て、意見交換をする。 

⑥援上困難な問題を抱える利用者支援についてのケース検討を適時開催する。 

 

(４)経営・運営等についての会議 

  ①(株)エムズオフィス定例打合せ：毎月の収支状況についての経営分析と対策等について検 

討する場として毎月開催。なお、構成員は、業務執行理事と常務理事、就労報酬の請求事 

務担当職員とする。 

②資金管理委員会：融資に対する返済状況の確認を定期的に行うなど計画的に開催する。 

   構成員は、理事長、業務執行理事、常務理事、監事とエムズオフィスとする。なお、経営管理 

部会で検討してきた内容は、事務局会議・資金管理委員会で扱い、経営管理部会は行わな 

い。 

 

(５)職員の心身の健康を守るための取組と環境改善について 

  ①労働安全衛生委員会の開催。年 1～2 回開催。職場の労働環境及びメンタルヘルス対策に 

ついて議論し、各現場で出来得る具体的な取組を委員会として提案する。 

   

３ 人材確保と育成の取組 

認証法人として、キャリアパス構成表の考え方を基本にした、職員一人一人のキャリアアップ

につながる研修（内部・外部）を進めるが、当面必要とされる可能な内容について実施する。 

  １)内部研修 

①新任職員研修：法人の歴史と理念、事業 法人の制度基盤、利用者についての基本情報 

の説明と支援方針の説明振り返りのための対話を重視 

    ②ケース検討 

    ③虐待防止研修 

   ２)外部研修 

    ①キャリアアップ構成表に基づき、職員のキャリアアップを促進できる研修への参加 

    ②活用できる社会的資源を活用する。 

    ③制度上必要な資格取得の研修及び更新研修、再任研修等を確実に受講できるようにす
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すめる。 

(２) 職員ヒアリング：全常勤・全非常勤職員のヒアリングを行い、ヒアリング後の必要な調整も

個別に実施する。 

(３) 欠員補充のための人材確保の方針と計画について：上京ワークハウス・すってぷ糸屋の職

員と意見交換と調整を図りながら、公的な機関を利用することを基本にすすめていく。 

 

Ⅱ事業［概要］ 

  就労継続支援 B 型事業所上京ワークハウス・すてっぷ糸屋、共同生活援助・短期入所事業(あ

っと まぁる)、指定特定相談支援事業所（上京ワークハウス）の事業の発展の取組の具体的計

画については、２０２6 年３月５日～6 日総括会議での総括内容をもとに各事業計画を作成す

る。 

2026/3/6 総括会議より 

２０２６年度は、引き続く厳しい経営状況下、各種事業実績に基づく請求を確実に行うとともに、

長引く物価高騰による原材料上昇もある中で、出来得る事務経費等の削減に努め、また「感染症

対策ガイドライン」に基づく感染症対策に引き続き取組ながら、社会福祉法人京都ワークハウスの

理念を基本に職員の創意工夫と役割発揮により、障害者権利条約の可能な事項の具体化を目指

し、「利用者が主人公」に「働き」「暮らし」続けることを支援する各種事業の実践に取り組む。 

 

 

１．就労継続支援 B 型事業所 上京ワークハウス・すてっぷ糸屋 

（１） 利用者を主人公とした一人ひとりの個別支援計画にそって進め、就労支援 活動、自立に向

けた力を豊かにする実践を行う。 

① 利用者の生命と健康、生活を守るための取組をすすめる。感染対策マニュアルにそって、

日常生活における感染防止の取り組みや健康管理を行う。ワクチン接種等必要な手立て

を早期に行えるように準備する。 

② 利用者の尊厳を護り人権を尊重し、個別支援計画に基づく実践に取り組む。半年後のモ    

ニタリングを行い支援計画の遂行状況を確認し支援の内容の充実に向けて集団での検討

を行う。 

③ 利用者の地域での生活を一層豊かにするための支援、連携をすすめる。とりわけ強度行

動障害や二次障害による生活のしづらさを、本人に寄り添い、支援の在り方や環境整を

改善し、医療連携をすすめる。 

④ 利用者の工賃アップ、就労のための支援、就労定着のための支援内容の充実を図る。 

施設外就労ついては、今後も取り組みながら諸団体との連携を強め、地域への協力、支

え合う活動の新たな展開を進める。 

⑤ 祝日等の日中活動支援を、希望者を対象に行う。：年６回 

⑥ ICT 活用、VPN 導入による業務改善や事務の効率化とともに、職員の情報共有を進め

る。 
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（２） 地域に根ざし、地域に開かれた施設・事業所として理解を広げ充実させる。また、利用者、家

族の実態や願いに基づき行政に対する要望活動を継続する。 

① 行政はじめ関係機関・関係事業所・諸団体と連携を密にしながら、利用者の地域での自

立を支える。中部自立支援協議会・聚楽学区社会福祉協議会等に参加する。 

② 家族会の開催を工夫し家族関係者との信頼関係を深めるとともに、地域での障害者への

理解を広げる取り組みの充実を図る。引き続き、『これからの暮らし』をテーマに制度の学

習や情報交流を行う。 

③ 「ワークハウスつうしん」を地域へ配布し、障害のある人への理解者、支援者を広げる。ま

た、ホームページの一層の充実及びインスタグラムを開設する。 

④ 地域関係諸団体や諸支援事業所との連携を密にし、制度改善に向けて行政、国に対する

要望を継続する。きょうされん活動に積極的に取り組み、障害のある人たちが安心して生活

できる社会づくりを目指す。 

⑤ 介護事業所と連携して、地域の高齢者宅への配食サービスや、事業所前の清掃を行い地

域住民へ貢献できる活動を行う。 

⑥ 作業所を地域の行事等で提供する、地域との懇談の場・学習の場を設けるなど、地域に

開かれた作業所を目指す。 

⑦ 自然災害への対策、災害時の事業継続（BCP 計画の策定）に取り組む。 

 

（３）具体的事業内容 

１）就労支援 

①蒸しまん・シフォンケーキ製造 給食（週１回） 

②喫茶事業 

   〇手づくり蒸しまん＆カフェ“まんまん堂” （堀川商店街）：月曜～金曜 

〇まんまん堂 café 咲あん （千本寺之内下る）：月曜～金曜 

③下請け作業、（箱折り・ダイレクトメール・手芸用品・御朱印帳布切・スタンプ帳など） 

④ 商品開発（手づくり蒸しまん・どら焼き等菓子類・エコバック・廃材利用の自主製品等） 

⑤ 施設外の就労の取り組み（介護事業所の配食事業、マンション清掃、駐輪場・駐車場清掃、

聚楽デイサービス前清掃、仏具みがき、草引き（墓地）など） 

⑥ 出向（蒸しまん販売、二条コープでの定期販売）・営業活動（ 

⑦ カタログ販売活動（年 3 回程度、夏物販、冬物販、バレンタイン 配達エリアや方法の工夫） 

２）生活を豊かにする活動 

① 自治会活動：自治会（毎月１回）季節の取り組み（サマーパーティー 忘年会等） 

② 創作活動：年１２回程度 

③ 体を動かす取り組み：エアロビクス教室 ストレッチ体操 

④ きょうされん利用者部会への参加 

⑤ 生活相談・支援 

⑥ 歯科健診、健康診断（年１回、７月あすかい病院）・予防接種（仁和診療所）の実施 

⑦ 必要に応じて、医療機関受診の同行支援 

⑧ 避難訓練（年 2 回実施）    

⑨ 日帰り旅行の充実：秋頃 
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３）就労移行支援の取り組み 

   一般就労を希望する利用者に対して、様々な関係機関と連携をとり、就労を支援する。 

４）給食の提供 

① 水曜日・木曜（隔月交互）、希望者を対象に給食提供。（１食４００円） 

② 月１回給食会議を開催。管理栄養士の指導・助言を受け、内容の充実を図る。 

③ HACCP の実行、業務の見直し、改善を進める。 

④ 感染症対策（食中毒）会議の開催：年３回 

 

 

２．共同生活援助事業 グループホーム “あっと” “まぁる” 

グループホーム“まある”サテライト型住居 

(１）支援内容 

１) 入居者の生活全般 

① 個別支援計画に沿って、ホームでの生活を、就労支援事業所や居宅事業所、家族と連 

携し、入居者の生活を援助する。 

② 安全な生活の場の提供として、健康観察・消毒・換気・食事の提供時の配慮など引き続

き感染防止に取り組む。 

③ 食事、健康面での配慮を継続しながら、ホームでの楽しい時間、生活のメリハリ･役割を

持って、主体的に生活を送れる（自立）ように、支援する。特に健康面については訪問看

護や主治医との医療連携を強め、必要時に通院同行する。 

④ 半年に 1回のモニタリングで利用者・家族の要望も聞き、週末の生活への援助等ご家族

との連携を重視する。 

⑤ 土曜日の開所を月 1 回継続する。 

⑥ 将来の暮らしをともに考え、住み慣れた地域での「一人暮らし」を視野に、関係機関との

連携や情報収集、実現のための支援をすすめる。 

⑦ 1 人で暮らしたいというニーズに応え、「サテライト型住居」での暮らしの場を提供する。 

(２)体制と運営 

 １)世話人・生活支援員体制 

① 世話人会議：２ヶ月に１回程度開催。情報の共有や専門性や資質を高めるための研修を

行う。 （虐待防止等 研修など） 

② 世話人の確保、育成に力点を置いて、募集活動・体験を積極的に行う。 

③ 世話人の日常的な悩みや提案事項をくみ上げる工夫（日誌の改善・充実・交流会の実施

など）を行い、世話人の定着と支援の質の向上（安全面 個別の支援 衣食住の改善）に

つなげる。 

④ 利用者の生活環境の改善・充実を目指します。 

⑤ ご家族との交流の場を設けます。 

２）運営面 

①生活支援部会：月 1 回開催。管理者・サービス管理責任者ならびに担当職員と世話人 が

連携し、情報共有グループホーム運営にかかる課題の解決や支援の充実にむけた会議を

行いながら日々の生活を支える。 
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① ホームの感染防止に努め、ショートスティの受け入れも継続できるように取り組む。 

② 管理者、サービス管理責任者、部員が連携し、入居者の生活支援、世話人のシフト調整・

感染対策・定期清掃の実施の確認を行う。 

③ BCP（災害時における事業の継続計画）策定及び、災害等緊急対応の整備 (地震対策

等)やマニュアル作成に取り組む。 

④ 支援記録の IT 化、マニュアルの整備・世話人の業務改善に取り組む。 

⑤ 地域連携推進会議の開催：利用者と地域との関係づくり、施設・利用者への理解の促進、

サービスの透明性・質の確保、利用者への権利擁護を目的として開催。 

３）きょうされんグループホーム部会、中部自立支援協議会グループホーム部会に部員派遣 

  

 

３．短期入所事業 ショートスティ  “あっと”  “まぁる” 

（１) 支援内容 

① 家族と離れ、自立した生活の経験の場として、基本的な生活（食事、入浴、就寝等）を主体

的に送れるように支援をする。 

② 就労支援事業所からの日中の様子や留意事項等の引継ぎを行い、利用者が安全かつ安

心して宿泊ができるように支援する。 

（２) 運営面 

① 世話人会議を軸に、日々の引継ぎ等で情報共有をし、世話人が不安や悩みを抱え込まず

に安心して支援できるように配慮してすすめる。 

② 連絡帳や持ち物チェック表などで、服薬や荷物確認など行い、変更時や連泊などの場合に

ミス等が起こらないように世話人との引継ぎを行う。 

 

４．指定特定相談支援事業 上京ワークハウス 

（１）利用者の意思決定を尊重し、主体者として、働くこと・暮らすこと・余暇の過ごしの願いやニー 

ズを明らかにして、一人ひとりの良さや能力を引き出しながら、総合的なプランを作成する。 

また、『これからの暮らし』を選択する権利をどう護って実現していくか、居住支援法人と 

の連携や、制度や実践に学び、求められるニーズに対応する相談支援を行う。 

（２）家族や関係機関とのつながりを大切に、当法人内の日中事業所やグループホーム・ショートス 

テイと連携して、支援をすすめていく。また、他事業所や他資源との連絡調整を行いサービス 

の確保に取り組む。 

（３）中期計画に基づき、利用者・家族の意向を確認し、外部の相談支援事業所の利用を促進する。 

（４）中部自立支援協議会の相談支援部会に参加する。 

 

 

 


